
低入札価格調査制度の改正に関する注意事項 

 

令和４年４月１日以降に入札公告を行う全ての建設工事に、低入札価格調査制度を適用し

ております。入札に参加する際の注意事項は以下のとおりです。 

 

【参加申請時】 

原則として全ての工事で様式３号「４ 主任技術者又は監理技術者の増員配置の可否」

の提出が必要です。 

 

○専任を要しない主任技術者を配置する工事の取扱い 

発注概要書に次のような注釈がある場合は、様式３号のうち「４ 主任技術者又は監理

技術者の増員配置の可否」のページのみ提出してください。 

 

【入札時】 

全ての工事で費目ごとの金額の入力が必要になりました。 

入力方法等、詳しくはこちらをご確認ください↓ 

http://cals05.pref.akita.lg.jp/bid_price_input_20220509.pdf 

 

※一括計上価格について 

建設部発注工事には一括計上価格がないので、「0」と入力してください。 
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開札

調査基準価格を下回る
入札があるか

あり

落札者の決定保留

最低価格入札者について
失格判断基準調査を実施

※１

失格

失格

該当 非該当

履行不可 履行可

基準価格以上 基準価格以下

なし

通常の契約 低入札価格調査を経た契約

● 履行保証割合の引き上げ １割 → ３割

● 前払金額の引き下げ ４割 → ２割

● 技術者の増員配置（ＪＶの場合は代表者のみ増員配置）

※専任配置を要する工事は専任の技術者を増員配置

それ以外の工事は専任を要しない技術者の増員配置

※増員配置する技術者は、発注概要書で定める配置予定技術者と同等以上の

資格を有すること（同種工事の施工経歴を除く）

● 工事監督における段階確認の重点実施

● 低入札受注の繰り返しに対する一定期間の指名差し控え措置

・１回目の低入札受注の翌月10日から６月間の警告期間

・警告期間中に再度の低入札受注が発生した場合、２月間の指名差し控え

※指名差し控え期間中は、県の入札に参加できない

※短期間で頻繁に低入札受注を行った場合、警告を発することなく指名差し控え

※１ 入札価格に関する失格判断基準調査

・ 下記に該当すると失格となる。

入札価格 ＜ 入札価格の低い10者の平均入札価格 ※１ × 係数 ※２

※１：調査基準価格を下回る入札価格は、調査基準価格に置き換える。

※２：調査基準価格を下回る入札者数に応じ 0.95～0.99 の範囲内で変動

※２ 工事履行の確実性に関する簡易調査

・ 電子入札システムに入力された入札金額の内訳金額により、以下を確認。

①入札価格における純工事費 ≧ 県積算の純工事費 × 0.8 × 係数

②入札価格における現場管理費 ≧ 県積算の現場管理費 × 0.8 × 係数

※係数は、調査基準価格を下回る入札者数に応じ 0.95～0.99 の範囲内で変動

・ 技術者の増員配置の可否について、様式第3号4「主任技術者又は監理技術

者の増員配置の可否」により確認。

※提出がない場合は「否」とみなす。

［低入札価格調査を経て契約する場合の対応 ］
同者について工事履行の
確実性に関する簡易調査

を実施 ※２

次順位者の調査へ

次順位者の入札額は
調査基準価格を下回るか

［低入札価格調査制度適用工事の開札の流れ ］

落札者の決定 落札者の決定
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